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No
御意見の
対象箇所

御意見の概要 御意見 御意見への対応

1
報告書全
体

報告書全般に抽象
的表現が多すぎる
のではないか。

全般的に抽象的な表現が多すぎるようです。　例えば１６頁
（１）①　２）　「ある程度まとまった数…」１７頁（１）③　１）　「防
護措置要件方式」１８頁（２）①　２）　「ある程度まとまった数
…」１９頁　５－２－２　　「慣行による慎重な管理」

　本報告書は、定量的な基準値等を示すものではな
く、基本的な考え方を整理して示したものです。
　例えば、P１６（１）①２）は、単体では非常に高い潜在
的危険性の区分とはならない長半減期低発熱放射性
廃棄物であっても、廃棄体の数が多くなればその区分
も高くなるという特性を定性的に説明したものです。
　P17(1)③1)の「防護措置要件方式」については、第３
章Ｐ７の「３－２－２．設計基礎脅威（ＤＢＴ）」第２パラグ
ラフにおいて、用語の定義をした上で用いています。
そのことがより明確となるよう、定義をした後に最初に出
てくるP14の用語の直後に、用語の定義がP7にある旨
を加えることとします。
　P19 ５－２－２．の「慣行による慎重な管理」とは、規
制に基づくものではなく、通常の慣行において実施さ
れる管理措置のことです。Ｐ３の「慣行による慎重な管
理」の後に用語の定義を加えることとします。

2

第２章

２－１．「用
語の定義」

「原子力防護」とい
う新しい名称につ
いて、最終的に法
令等でその内容を
定義することが適
切と考える。

原子力防護の名称に関しては本部会で結論が得られなかっ
たと記載されていますが、今回の調査・審議は核物質に放射
性物質の防護が追加されていますので、この両方を「原子力
防護」という新しい名称にして、最終的に法令等でその内容を
定義するのが適切と考えます。なお、高レベル放射性廃棄物
（ガラス固化体）は核物質防護として検討されていますが、最
終的には放射性物質の防護との関係も整理する必要があると
思います。

「原子力防護」の用語については、現在、本部会にお
いて検討中ですが、引き続き議論を重ねた上で確定す
ることといたします。また、今後本部会で見直すこととな
る昭和５５年の核物質防護専門部会報告書において、
本用語の内容を定義として示すこととします。
　なお、放射性物質の防護との関係についても、当該
報告書の見直しにおいて整理して示すこととなります。
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第２章

２－１．「用
語の定義」

「ガラス固化体及び
長半減期低発熱放
射性廃棄物」を「ガ
ラス固化体等」とし
て用いていることに
ついて説明を加え
るべきではないか。

用語の定義の中に、以下の「ガラス固化体等」の定義を追加
する。
⑤「ガラス固化体等」
　本報告書では、ガラス固化体と長半減期低発熱放射性廃棄
物をあわせて「ガラス固化体等」と定義する。

　当該用語が最初に用いられているP1において、以下
では、「ガラス固化体等」という旨の記述を加えることと
し、それ以降のガラス固化体及び長半減期低発熱放
射性廃棄物など、関連の記載のある箇所については、
すべて用語を統一することとします。
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第５章

５－２．「妨
害破壊行
為に対す
る防護の
基本的考
え方」

輸送中のガラス固
化体等の妨害破壊
行為に対する防護
の基本的考え方
で、国際輸送にお
ける情報の管理に
関する記述につい
て、もう少し踏み込
んだ配慮事項を記
載すべきではない
か。

これまでの原子力白書等によると、１９９４年法改正によりガラ
ス固化体を「慣行による慎重な管理」による防護としたことで国
際輸送を円滑に実施してきた経緯が見られます。仏国から返
還される高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）の輸送は終
了したと発表されていますが、今後英国から順次返還される
予定と聞いていますので、「国際輸送における情報管理に関
する関係国間の調整に配慮」の項目の「・・・適切な調和を図
る・・・」に、「今後英国から順次返還されるガラス固化体の国
際輸送を円滑に実施するため、国が事前に関係国と調整を図
る等の適切な調和を図る・・・」とより踏み込んだ配慮事項を記
載すべきと思います。

　現在、英国からのガラス固化体に加え、仏国からも長
半減期低発熱放射性廃棄物が返還されることとなって
います。
　また、本報告書においては、防護の基本的な考え方
を示すとの観点から、輸送に関係する個別具体の国々
を特定することはせずに、一般的な表現で考え方を記
述することとしています。
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第５章

５－２．「妨
害破壊行
為に対す
る防護の
基本的考
え方」

１９頁上か
ら１５～１８
行目他

輸送中の長半減期
低発熱放射性廃棄
物の妨害破壊行為
に対する防護の考
え方については、
輸送実績を踏まえ
てではなく、計画段
階における輸送方
法をもとに検討す
べきではないか。

長半減期低発熱放射性廃棄物の輸送実績を踏まえた検討に
おいて、実績を踏まえつつ基本的要求事項等を見直すとされ
ていますが、この文書には誰が実施するのかの記載がない
（他の箇所にもこの専門部会が実施するのか、関係所管行政
庁なのか、不明なところが多々見られます。ただし、ｐ２２「第６
章おわりに」下５～６行目に「今後、関係行政機関におい
て、・・・取組がなされることが適切です」との記載はあり。）ので
すが、基本的事項の検討は輸送実績というよりその前の計画
段階における輸送方法を基に検討すべき内容ではないのか
と思いますので、記載の修正が必要と思います。

　御指摘の見直しの箇所のように、本部会報告書にお
いて検討等をしますとしている部分は、本部会として検
討等を行うことを意味しています。また、それ以外の部
分で、誰が実施するのか分かりにくいと思われる箇所
（P19 ５－２－２．及びP20 ５－３．）については、関係行
政機関である旨を明示することとします。
　一方、防護規制の詳細については、関係行政機関が
計画段階においても、必要に応じて適宜見直しを行う
ことになりますが、本部会としては、実際にＰＤＣＡサイ
クルを回した段階で、基本的な事項について改善すべ
き点が見出されれば検討することとしています。

御意見に対する対応（案）
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6

第５章

５－１．防
護の対象
物

高レベル放射性廃
棄物及び長半減期
低発熱放射性廃棄
物についての防護
の考え方について
取りまとまっている
が、RI研究所等廃
棄物についても防
護の在り方に関す
る基本的な考え方
を示しておくべきで
はないか。

今回の報告書では、防護の対象物として高レベル放射性廃
棄物及び長半減期低発熱放射性廃棄物（余裕深度処分、地
層処分対象）について検討がされています。
一方で、核燃料物質等を使用している研究所等から発生する
ＲＩ・研究所等廃棄物の一部についても、長半減期低発熱放
射性廃棄物と同等の性状を有するものがあるとされておりま
す。これらについても、防護の在り方に関する基本的な考え方
を示しておく必要があると考えますが、いかがでしょうか。

　核物質を含む長半減期低発熱放射性廃棄物は、研
究所等で発生する廃棄物であっても本報告書の対象
となります。また、核物質を含まない放射線源等の廃棄
物については、引き続き、本部会において放射性物質
の防護の在り方に関する基本的考え方を検討していく
中で、取り扱うこととなります。
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16頁最下
行目～17
頁12行目
　　　↓
第5章（1）
②防護機
能に要求さ
れる基本
的な事項
が前提とす
る本案の
考え方へ
のご意見

防護機能体系に要
求される基本的な
事項について、実
効性がどのように担
保されるか不明確
であるため、より詳
細化する過程で、
実効性のある防護
策の策定をお願い
したい。

妨害破壊行為を適切な可能性で防ぐ為に、遅延・検知・対
応・管理と、4つの基本的要求事項が記載されておりますが、
実効性がどのように担保されるかが不明確なので、本案を、よ
り詳細化する過程で、実効性のある防護策の策定をお願いい
たします。
例えば、悪意ある内通者の存在や、自然災害は、遅延・検知
の2階層を無意味化し、即時の『対応』が求められます。その
『対応』の記述が連絡体制中心に構成されており、例えば、連
絡が取れない場合はどうするかや、自力で対応できるだけの
対応力常備の可否等の観点が、計画策定のどの段階で議論
されるのかが明確ではなく、申し上げる次第です。

　本部会においては、防護の在り方に関する基本的な
考え方について取りまとめています。第６章「おわりに」
記載しているとおり、本部会で取りまとめられた報告書
の考え方を基に、関係行政機関において関係法令等
の整備を行うこととなりますが、その段階で、防護機能
を実現する具体的な防護措置等が検討されます。
　また、事業者が当該関係法令等に従って防護措置を
実施しようとする段階で、関係行政機関がその実効性
等を確認します。

8 第６章

原子力防護専門部
会報告書につい
て、関係行政機関
の取組に反映され
るようお願いした
い。

本報告書案の意見公募と同じ時期に経済産業省から「放射
性廃棄物の埋設事業に係る核物質防護の在り方について」
報告書案の意見公募が実施されていますが、これはこの報告
書に対する関係行政庁の具体的取組であり、今回原子力専
門防護部会の報告書案に出された意見が関係行政機関の取
組に反映されるようにお願いいたします。

関係行政機関は、核物質防護規制を整備し、実施す
る立場から関連する検討をしていますが、これらは、本
専門部会の審議の状況、即ち、実質的に本報告書第５
章の内容を踏まえて行っているものです。
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9 その他

テロ活動を想定し
た防護に言及すべ
きではないか、ま
た、船沈没時にお
ける漁業への影響
について考慮すべ
きではないか。

　 「輸送中のガラス固化体等への妨害破壊行為に対する防
護」　に“輸送中にテロ行為による船に沈没時の漁業への影
響”　を考慮して下さい。

　 「ガラス固化体等の処分の地上施設に対するテロによる妨
害破壊行為（爆破等）」を想定した防護について言及する必
要はないか

　本報告書が対象としている検討範囲は、第１章「はじ
めに」に示しているとおり、ガラス固化体等の防護の在
り方に関する基本的な考え方についてとしています。
　P１５にある埋設施設については、地上施設も含むも
のとして、テロリスト等による妨害破壊行為に対する防
護の考え方を整理しています。

10 その他

地層処分の地震、
地殻変動の影響に
ついてどう考えるか
追加すべきではな
いか

 「地層中への処分に関し、地下水を通した人間社会への影
響」を平常時および異常時（地震・地殻変動等）についてどう
考えるかについて加えてください。

　本報告書が対象としている検討範囲は、第１章「はじ
めに」に示しているとおり、ガラス固化体等の防護の在
り方に関する基本的な考え方についてとしています。
　なお、本部会の検討範囲とは直接関係ありません
が、御懸念の点につきましては、原子力委員会原子力
バックエンド対策専門部会の報告書「我が国における
高レベル放射性廃棄物地層処分研究開発の技術的
信頼性の評価」（平成１２年１０月１１日）を御参照くださ
い。（原子力委員会ホームページから参照できます。）

11 その他
処分場における費
用負担について明
確にしてほしい。

 「処分場における長期に亘る管理に関する費用負担の考え
方」　について、事業者とは ?　国は規制だけか ? を明確にし
て下さい。

　本報告書が対象としている検討範囲は、第１章「はじ
めに」に示しているとおり、ガラス固化体等の防護の在
り方に関する基本的な考え方についてとしています。
　なお、本部会の検討範囲とは直接関係ありません
が、御懸念の点につきましては、原子力委員会高レベ
ル放射性廃棄物処分懇談会の報告書「高レベル放射
性廃棄物処分に向けての基本的考え方について」（平
成１０年５月２９日）を御参照ください。（原子力委員会
ホームページから参照できます。）

12 その他

日本国内高レベル
放射性廃棄物の最
終処分場をつくるこ
とに反対であり、海
外と最終処分に関
する条約を締結し、
その国と協力して
いくべきである。

①日本国内に高レベル放射性廃棄物の最終処分場をつくる
ことには反対です。
②日本は安定した陸地と地下水の少ない乾燥地をもつ原子
力発電（例えば：カザフスタン、アルゼンチン、南アフリカなど）
と原子力発電平和利用技術と最終処分の協力に関する条約
を結ぶべきです。
③きちんとした条約としっかりした最終処分施設によってこれ
らの国々と数万年にわたる原子力技術協力を続けていくべき
です。

　本報告書が対象としている検討範囲は、第１章「はじ
めに」に示しているとおり、ガラス固化体等の防護の在
り方に関する基本的な考え方についてとしています。
　なお、本部会の検討範囲とは直接関係ありません
が、御懸念の点につきましては、原子力委員会高レベ
ル放射性廃棄物処分懇談会の報告書「高レベル放射
性廃棄物処分に向けての基本的考え方について」（平
成１０年５月２９日）を御参照ください。（原子力委員会
ホームページから参照できます。）
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